
 

 

平成 27 年６月１日 

各  位 

会社名 株式会社シード 
代表者 代表取締役社長 浦 壁 昌 広 
（コード番号 ７７４３・東証二部） 

問い合わせ先 取締役管理本部長 鎌田 清 

ＴＥＬ ０３-３８１３-１１１１（大代表） 

 

 

定款の一部変更に関するお知らせ 

 

 

当社は、本日開催の取締役会において、定款の一部変更の件について、平成27年６月25日開催予定の第59回  

定時株主総会に付議することを下記のとおり決議いたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．変更の理由 

事業の多様化及び将来の事業展開に備えるため、定款第２条に事業目的を追加し、併せて号数の変更を行う

ものであります。また、平成27年５月１日に施行された「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90

号）において、責任限定契約を締結できる会社役員の範囲が変更されることとなり、新たに責任限定契約を締

結できることとなる業務執行を行わない取締役及び社外監査役でない監査役についても、その期待される役割

を十分に発揮できるよう、定款第26条及び第37条の一部を変更するものであります。 

なお、定款第26条の変更に関しましては、監査役全員の同意を得ております。 

併せて、一部字句及び表現の整備統一等、その他所要の変更を行うものであります。 

 

２．変更の内容 

別紙のとおりであります。 

 

３．日程 

定款変更のための定時株主総会開催日 平成27年６月25日（第59回定時株主総会） 

定款変更の効力発生日   平成27年６月25日 

 

以 上 

  



（別紙） 

（下線は変更部分であります。） 

現行定款 変更案 

第１章 総則 

第１条       （条文省略） 

第２条 当会社は次の事業を営む事を目的とする。 

１．コンタクトレンズ及びコンタクトレンズ材料の製造販

売並びに輸出入 

２．医薬品、医薬部外品の製造販売並びに輸出入 

３．医療用機器、医療用具及び医療用品の製造販売並びに

輸出入 

４．光学機器、通信機器及びコンピューターの製造販売並

びに輸出入 

５．眼鏡のレンズ、フレーム及びその材料の製造販売並び

に輸出入 

６．衣料品及び日用雑貨の製造販売並びに輸出入 

（新設） 

 

７．生命保険の募集、損害保険代理業及び自動車損害賠償

保障法に基づく保険代理業 

８．当社が開発、取得保有する特許・ノウハウその他知的

所有権の譲渡及び貸与などの実施許諾 

９．前各号に附帯する一切の業務 

第３条～第５条   （条文省略） 

 

第２章 株式 

第６条～第９条   （条文省略） 

第10条       （条文省略） 

②         （条文省略） 

③当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の作成ならびに備

置き、その他の株主名簿及び新株予約権原簿に関する事

務は、これを株主名簿管理人に委託し、当会社において

は取扱わない。 

第11条       （条文省略） 

 

第３章 株主総会 

第12条～第13条   （条文省略） 

第14条 株主総会は法令または定款に別段の定めがある場

合のほか取締役会の決議をもって社長が招集す

る。但し社長に事故ある時は、あらかじめ取締役

会において定められた順位により他の取締役が招

集する。 

第15条～第16条   （条文省略） 

第17条 株主総会の決議は、法令または定款に別段の定め

がある場合のほか、出席した株主の議決権の過半

数をもって決する。 

第18条～第19条   （条文省略） 

 

第４章 取締役 

第20条～第25条   （条文省略） 

第26条 当会社は会社法第427条第１項の規定により、社外

取締役との間で会社法第423条第１項の賠償責任

を限定する契約を締結することができる。但し、

当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定

める額とする。 

第１章 総則 

第１条       （現行どおり） 

第２条 当会社は次の事業を営む事を目的とする。 

１．コンタクトレンズ及びコンタクトレンズ材料の製造販

売並びに輸出入 

２．医薬品、医薬部外品の製造販売並びに輸出入 

３．医療用機器、医療用具及び医療用品の製造販売並びに

輸出入 

４．光学機器、通信機器及びコンピューターの製造販売並

びに輸出入 

５．眼鏡のレンズ、フレーム及びその材料の製造販売並び

に輸出入 

６．衣料品及び日用雑貨の製造販売並びに輸出入 

７．前各号に附帯または関連する各種機器、装置及び製品

のリース業、レンタル並びに修理業 

８．生命保険の募集、損害保険代理業及び自動車損害賠償

保障法に基づく保険代理業 

９．当社が開発、取得及び保有する特許・ノウハウその他

知的所有権の譲渡並びに貸与などの実施許諾 

10．前各号に附帯または関連する一切の業務 

第３条～第５条   （現行どおり） 

 

第２章 株式 

第６条～第９条   （現行どおり） 

第10条       （現行どおり） 

②         （現行どおり） 

③当会社の株主名簿及び新株予約権原簿の作成並びに備置

き、その他の株主名簿及び新株予約権原簿に関する事務

は、これを株主名簿管理人に委託し、当会社においては

取扱わない。 

第11条       （現行どおり） 

 

第３章 株主総会 

第12条～第13条   （現行どおり） 

第14条 株主総会は法令または定款に別段の定めがある場

合の他、取締役会の決議をもって社長が招集する。

但し社長に事故あるときは、あらかじめ取締役会

において定められた順位により他の取締役が招集

する。 

第15条～第16条   （現行どおり） 

第17条 株主総会の決議は、法令または定款に別段の定め

がある場合の他、出席した株主の議決権の過半数

をもって決する。 

第18条～第19条   （現行どおり） 

 

第４章 取締役 

第20条～第25条   （現行どおり） 

第26条 当会社は会社法第427条第１項の規定により、取締

役（業務執行取締役等であるものを除く。）との

間で会社法第423条第１項の賠償責任を限定する

契約を締結することができる。但し、当該契約に

基づく賠償責任の限度額は、法令が定める額とす

る。 



 

 

現行定款 変更案 

第５章 取締役会 

第27条       （条文省略） 

第28条 取締役会の招集通知は、各取締役および各監査役

に対して会日の３日前までに発するものとする。

但し、緊急の必要があるときは、この期日を短縮

することができる。 

第29条～第30条   （条文省略） 

第31条 取締役会に関する事項については、法令または本

定款に定めるもののほか取締役会の定める取締役

会規程による。 

 

第６章 監査役 

第32条～第36条   （条文省略） 

第37条 当会社は会社法第427条第１項の規定により、社外

監査役との間で会社法第423条第１項の賠償責任

を限定する契約を締結することができる。但し、

当該契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定

める額とする。 

 

第７章 監査役会 

第38条～第39条   （条文省略） 

第40条 監査役会に関する事項については、法令または本

定款に定めるもののほか監査役会の定める監査役

会規程による。 

 

第８章 計算 

第41条～第44条   （条文省略） 

第５章 取締役会 

第27条       （現行どおり） 

第28条 取締役会の招集通知は、各取締役及び各監査役に

対して会日の３日前までに発するものとする。但

し、緊急の必要があるときは、この期日を短縮す

ることができる。 

第29条～第30条   （現行どおり） 

第31条 取締役会に関する事項については、法令または本

定款に定めるものの他、取締役会の定める取締役

会規程による。 

 

第６章 監査役 

第32条～第36条   （現行どおり） 

第37条 当会社は会社法第427条第１項の規定により、監査

役との間で会社法第423条第１項の賠償責任を限

定する契約を締結することができる。但し、当該

契約に基づく賠償責任の限度額は、法令が定める

額とする。 

 

第７章 監査役会 

第38条～第39条   （現行どおり） 

第40条 監査役会に関する事項については、法令または本

定款に定めるものの他、監査役会の定める監査役

会規程による。 

 

第８章 計算 

第41条～第44条   （現行どおり） 

 


